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Ｉ
Ａ
Ｓ
12
号
開
示
例
も
参
考
に

改
正「
税
効
果
会
計
基
準
」等

の
開
示
の
実
務
ポ
イ
ン
ト

Ⅱ

有
限
責
任 

あ
ず
さ
監
査
法
人

公
認
会
計
士

波
多
野　

直
子

は
じ
め
に

企
業
会
計
基
準
委
員
会
よ
り
平
成
30
年

２
月
16
日
に
企
業
会
計
基
準
28
号 

「『
税

効
果
会
計
に
係
る
会
計
基
準
』の
一
部
改

正
」等
が
公
表
さ
れ
、
平
成
30
年
４
月
１

日
以
後
開
始
す
る
年
度
か
ら
適
用
さ
れ

る
。
た
だ
し
、表
示
や
注
記
の
取
扱
い
は
、

平
成
30
年
３
月
31
日
以
後
最
初
に
終
了
す

る
年
度
末
か
ら
早
期
適
用
で
き
る
。

こ
れ
ま
で
、「
税
効
果
会
計
に
係
る
会
計

基
準
」（
企
業
会
計
審
議
会
）お
よ
び
日
本

公
認
会
計
士
協
会
に
よ
る
税
効
果
会
計
に

関
す
る
実
務
指
針
に
基
づ
き
財
務
諸
表
の

作
成
実
務
が
行
わ
れ
て
い
る
。
今
回
の
改

正
は
、
こ
れ
ら
の
実
務
指
針
の
う
ち
繰
延

税
金
資
産
の
回
収
可
能
性
に
関
す
る
定
め

以
外
の
税
効
果
会
計
に
関
す
る
定
め
に
つ

い
て
、
基
本
的
に
そ
の
内
容
を
踏
襲
し
た

う
え
で
、
必
要
と
考
え
ら
れ
る
見
直
し
が

行
わ
れ
た
も
の
で
あ
り
、
主
と
し
て
開
示

に
つ
い
て
検
討
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。
ま

た
、
平
成
30
年
３
月
23
日
に
こ
の
改
正
を

受
け
て「
財
務
諸
表
等
の
用
語
、
様
式
及

び
作
成
方
法
に
関
す
る
規
則
等
の
一
部
を

改
正
す
る
内
閣
府
令
」が
公
布
さ
れ
て
い

る
。
本
稿
で
は
、
こ
の
改
正
が
実
務
へ
ど

の
よ
う
な
影
響
が
あ
る
か
解
説
す
る
。

な
お
、
文
中
、
意
見
に
関
す
る
部
分
は
、

筆
者
の
私
見
で
あ
る
こ
と
を
申
し
添
え
る
。

表
示
区
分
の
見
直
し

⑴　
繰
延
税
金
資
産
お
よ
び
繰
延

税
金
負
債
の
非
流
動
区
分
表
示

現
行
の
取
扱
い
で
は
、「
繰
延
税
金
資
産

及
び
繰
延
税
金
負
債
は
、
こ
れ
ら
に
関

連
し
た
資
産
・
負
債
の
分
類
に
基
づ
い

て
、
繰
延
税
金
資
産
に
つ
い
て
は
流
動
資

産
又
は
投
資
そ
の
他
の
資
産
と
し
て
、
繰

延
税
金
負
債
に
つ
い
て
は
流
動
負
債
又
は

固
定
負
債
と
し
て
表
示
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
」（「
税
効
果
会
計
に
係
る
会
計
基
準
」

三
１
）と
さ
れ
て
い
る
。
企
業
会
計
基
準

28
号 

「『
税
効
果
会
計
に
係
る
会
計
基
準
』

の
一
部
改
正
」（
以
下
、「
税
効
果
会
計
基
準

一
部
改
正
」と
い
う
）で
は
、「
繰
延
税
金
資

産
は
投
資
そ
の
他
の
資
産
の
区
分
に
表
示

し
、
繰
延
税
金
負
債
は
固
定
負
債
の
区
分

に
表
示
す
る
」（
税
効
果
会
計
基
準
一
部
改

正
２
項
）こ
と
と
さ
れ
た（
図
表
１
）。

こ
れ
に
よ
り
、
繰
延
税
金
資
産
お
よ
び

繰
延
税
金
負
債
を
流
動
・
固
定
に
区
分
す

る
作
業
が
省
略
で
き
る
こ
と
に
な
り
、
財

務
諸
表
作
成
者
の
負
担
が
軽
減
さ
れ
る
。

ま
た
、
財
務
諸
表
利
用
者
の
立
場
で
は
、

国
際
財
務
報
告
基
準（
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
）や
米
国

会
計
基
準
に
お
い
て
繰
延
税
金
資
産
ま
た

は
繰
延
税
金
負
債
を
非
流
動
区
分
に
表
示

す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
た
め
、
国
際
間

の
財
務
諸
表
の
比
較
可
能
性
が
高
ま
る
こ

と
に
な
る
。

な
お
、
実
務
へ
の
影
響
と
し
て
、
流
動

区
分
の
繰
延
税
金
資
産
の
比
重
が
大
き

か
っ
た
場
合
、
安
全
性
分
析
等
に
使
用
さ

れ
る
流
動
比
率（
流
動
資
産
÷
流
動
負
債
）

が
悪
化
す
る
な
ど
の
影
響
を
及
ぼ
す
こ
と

も
考
え
ら
れ
る
。
た
だ
し
、
変
更
に
よ
り

流
動
比
率
に
対
す
る
影
響
は
限
定
的
と
考

え
ら
れ
る
と
さ
れ
て
い
る（
税
効
果
会
計

基
準
一
部
改
正
17
項
）。

⑵　
中
間
財
務
諸
表
に
お
け
る
簡

便
法
お
よ
び
四
半
期
財
務
諸
表

に
お
け
る
特
有
の
処
理
の
場
合

の
表
示

簡
便
法
に
よ
る
税
金
費
用
の
相
手
勘
定

に
つ
い
て
、
中
間
連
結
貸
借
対
照
表
ま
た

（図表１）　繰延税金資産および繰延税金負債の表示
改正前 改正後

流動固定
の区分方

法

・関連した資産・負債の
分類に基づく区分

・特定の資産・負債に関
連しない繰越欠損金等
に係る繰延税金資産は
ワンイヤールール

・すべて非流動区
分

表示区分

・繰延税金資産：流動資
産または投資その他の
資産

・繰延税金負債：流動負
債または固定負債

・繰延税金資産：
投資その他の資
産

・繰延税金負債：
固定負債
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特集 表示・注記と会計処理がこう変わる

改正「税効果会計基準」等の概要と実務ポイント

は
中
間
貸
借
対
照
表
に
お
い
て
負
債
に
計

上
さ
れ
る
場
合
は
、
流
動
負
債
の
区
分
に

未
払
法
人
税
等
な
ど
そ
の
内
容
を
示
す
科

目
を
も
っ
て
表
示
し
、
資
産
に
計
上
さ
れ

る
場
合
は
、
税
効
果
会
計
基
準
一
部
改
正

に
よ
り
改
正
さ
れ
、
投
資
そ
の
他
の
資
産

の
区
分
に
繰
延
税
金
資
産
な
ど
そ
の
内
容

を
示
す
科
目
を
も
っ
て
表
示
す
る
こ
と
と

さ
れ
て
い
る（
企
業
会
計
基
準
適
用
指
針

29
号「
中
間
財
務
諸
表
等
に
お
け
る
税
効

果
会
計
に
関
す
る
適
用
指
針
」20
項
）（
図

表
２
）。
ま
た
、
同
様
に
、
四
半
期
特
有

の
処
理
に
よ
り
見
積
実
効
税
率
を
用
い
る

場
合
に
お
い
て
も
改
正
が
さ
れ
て
い
る

（
企
業
会
計
基
準
12
号「
四
半
期
財
務
諸
表

に
関
す
る
会
計
基
準
」14
項
）（
図
表
３
）。

こ
の
た
め
、
簡
便
法
や
四
半
期
特
有
の

処
理
に
よ
り
見
積
実
効
税
率
を
用
い
る
場

合
、
税
金
費
用
の
相
手
勘
定
は
、
こ
れ
ま

で
貸
方
残
高
の
と
き
も
借
方
残
高
の
と
き

も
同
じ
流
動
区
分
で
表
示
さ
れ
て
い
た

が
、
改
正
後
は
、
貸
方
残
高
で
あ
れ
ば
、

流
動
区
分
で
あ
る
が
、
借
方
残
高
と
な
る

と
き
は
、
非
流
動
区
分
に
な
る
と
い
う
影

響
が
生
じ
る
。

注
記
事
項
の
拡
充

税
効
果
会
計
基
準
一
部
改
正
で
は
、
評

価
性
引
当
額
の
内
訳
に
関
す
る
情
報
お
よ

び
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
に
関
す
る
情
報

が
注
記
事
項
と
し
て
追
加
さ
れ
て
い
る

（
図
表
４
）。
こ
れ
は
、
財
務
諸
表
利
用
者

が
税
負
担
率
の
予
測
の
観
点
お
よ
び
繰
延

税
金
資
産
の
回
収
可
能
性
に
関
す
る
不
確

実
性
の
評
価
の
観
点
か
ら
分
析
を
行
う
こ

と
に
着
目
し
、
現
状
に
お
い
て
不
足
し
て

い
る
情
報
と
し
て
識
別
さ
れ
た
た
め
で
あ

る（
税
効
果
会
計
基
準
一
部
改
正
22
項
）。

追
加
さ
れ
た
注
記
事
項
を
開
示
す
る

ケ
ー
ス
に
該
当
す
る
場
合
、
評
価
性
引
当

額
の
内
訳
に
関
す
る
情
報
お
よ
び
税
務
上

の
繰
越
欠
損
金
に
関
す
る
情
報
を
連
結

ベ
ー
ス
で
入
手
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
の

た
め
、
連
結
子
会
社
か
ら
繰
延
税
金
資
産

の
評
価
性
引
当
額
の
内
訳
に
係
る
情
報
や

繰
越
欠
損
金
の
繰
越
期
限
別
の
情
報
、
繰

越
欠
損
金
に
係
る
繰
延
税
金
資
産
を
計
上

し
て
い
る
場
合
の
根
拠
等
を
入
手
す
る
必

要
が
あ
る
。
特
に
、
在
外
子
会
社
は
、
所

在
す
る
国
ご
と
に
税
制
が
異
な
る
た
め
、

集
約
作
業
に
留
意
が
必
要
に
な
る
。

⑴　
今
回
追
加
さ
れ
た
注
記
が
必

要
と
な
る
ケ
ー
ス

ま
ず
、
ど
の
よ
う
な
場
合
に
注
記
が
必

（図表２）　簡便法における中間貸借対照表の表示
改正前 改正後

負債に計上される場合
未払法人税等その他適当な名称を付した科目により流動負債の区分に表示

負債に計上される場合
未払法人税等などその内容を示す科目をもって流動負債の区分に表示

資産に計上される場合
流動資産の区分に一括表示

資産に計上される場合
繰延税金資産などその内容を示す科目をもって投資その他の資産の区分に
表示

（図表３）　四半期特有の会計処理により見積実効税率を用いる場合における四半期貸借対照表の表示
改正前 改正後

負債に計上される場合
未払法人税等その他適当な科目により流動負債として表示

負債に計上される場合
未払法人税等その他適当な科目により流動負債として表示

資産に計上される場合
流動資産として表示

資産に計上される場合
繰延税金資産その他適当な科目により投資その他の資産として表示

（図表４）　追加された注記事項
評価性引当額の内訳注記
数値情報

（連結・個別で注記）
繰延税金資産の発生原因別の主な内訳とし
て税務上の繰越欠損金を記載している場合で
あって当該税務上の繰越欠損金の額が重要で
あるときの注記事項
・評価性引当額の合計額を以下に区分して記

載
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額
将来減算一時差異等の合計に係る評価性
引当額

定性的な情報
（連結作成会社は個別不要）

評価性引当額（合計額）に重要な変動が生じて
いる場合の注記事項
・当該変動の主な内容

税務上の繰越欠損金の注記
（繰延税金資産の発生原因別の主な内訳として税務上の繰越欠損金を記載
している場合であって当該税務上の繰越欠損金の額が重要であるときに注
記）
税務上の繰越欠損金に関す
る繰越期限別の数値情報

（連結作成会社は個別不要）

・繰越期限別に次の数値を記載
①　税務上の繰越欠損金の額×納税主体ごと

の法定実効税率
②　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当

額
③　税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資

産の額
税務上の繰越欠損金に関す
る定性的な情報

（連結作成会社は個別不要）

税務上の繰越欠損金に係る重要な繰延税金
資産を計上している場合の注記事項
・当該繰延税金資産を回収可能と判断した主

な理由
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要
に
な
る
か
判
断
す
る
必
要
が
あ
る
。

①
　
繰
延
税
金
資
産
の
発
生
原
因
別
の

主
な
内
訳
と
し
て
税
務
上
の
繰
越
欠

損
金
を
記
載
し
て
い
る
場
合

「
繰
延
税
金
資
産
及
び
繰
延
税
金
負
債

の
発
生
原
因
別
の
主
な
内
訳
」を
注
記
す

る
こ
と
は
、
こ
れ
ま
で
と
同
様
で
あ
る
。

こ
の
主
な
内
訳
と
し
て
開
示
す
る
項
目
の

選
定
基
準
は
会
社
独
自
の
方
針
に
よ
っ
て

い
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
こ
こ
で
、「
主

な
」項
目
に
は
該
当
し
な
い
も
の
と
し
て

税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
が
記
載
さ
れ
な
い

場
合
、
追
加
さ
れ
た
評
価
性
引
当
額
の
内

訳
に
関
す
る
情
報
や
税
務
上
の
繰
越
欠
損

金
に
関
す
る
情
報
の
開
示
対
象
と
な
ら
な

い
こ
と
に
な
る
た
め
、
主
な
内
訳
と
し
て

税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
の
記
載
が
漏
れ
て

い
な
い
か
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。

②
　
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
の
額
が
重

要
で
あ
る
と
き

次
に
、
繰
延
税
金
資
産
の
発
生
原
因
別

の
主
な
内
訳
と
し
て
税
務
上
の
繰
越
欠
損

金
を
記
載
し
て
い
る
場
合
で
、「
税
務
上
の

繰
越
欠
損
金
の
額
が
重
要
」で
あ
る
か
ど

う
か
判
断
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
の
重
要

性
は
、
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
に
係
る
評

価
性
引
当
額
の
金
額
は
関
係
な
く
、「
税
務

上
の
繰
越
欠
損
金
の
額
」が
重
要
か
ど
う

か
で
判
断
す
る
。
重
要
性
の
判
断
に
つ
い

て
は
、
企
業
が
置
か
れ
た
状
況
に
よ
っ
て

重
要
性
は
異
な
る
た
め
、
一
律
に
重
要
性

の
基
準
を
定
め
る
こ
と
は
適
切
で
は
な
い

こ
と
か
ら
、
次
の
考
え
方
を
目
安
に
企
業

の
状
況
に
応
じ
て
適
切
に
判
断
す
る
こ
と

と
さ
れ
て
い
る（
税
効
果
会
計
基
準
一
部

改
正
30
項
、
31
項
）。

・
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
の
繰
越
期
間
に

わ
た
り
課
税
所
得（
税
務
上
の
繰
越
欠
損

金
控
除
前
の
も
の
）が
生
じ
る
場
合
、
当

該
繰
越
期
間
の
税
負
担
率
に
影
響
が
生

じ
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
、
た
と
え
ば
、

税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
の
控
除
見
込
額

（
課
税
所
得
と
の
相
殺
見
込
額
）が
将
来

の
税
負
担
率
に
重
要
な
影
響
を
及
ぼ
す

場
合（
税
負
担
率
の
予
測
の
観
点
）

・
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
に
係
る
評
価
性

引
当
額
の
記
載
に
よ
り
、当
該
税
務
上
の

繰
越
欠
損
金
に
係
る
繰
延
税
金
資
産
の

額
を
理
解
す
る
こ
と
が
で
き
る
た
め
、た

と
え
ば
、純
資
産
の
額
に
対
す
る
税
務
上

の
繰
越
欠
損
金
の
額（
納
税
主
体
ご
と
の

法
定
実
効
税
率
を
乗
じ
た
額
）の
割
合
が

重
要
な
場
合（
繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可

能
性
に
関
す
る
不
確
実
性
の
評
価
の
観

点
）

税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
に
係
る
繰
延
税

金
資
産
は
、
他
の
将
来
減
算
一
時
差
異
等

に
係
る
繰
延
税
金
資
産
よ
り
も
一
般
的
に

回
収
可
能
性
に
関
す
る
不
確
実
性
が
高
い

と
さ
れ
て
い
る（
税
効
果
会
計
基
準
一
部

改
正
27
項
）こ
と
か
ら
、
税
務
上
の
繰
越

欠
損
金
に
係
る
繰
延
税
金
資
産
を
計
上
し

て
い
る
場
合
や
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
が

今
後
の
税
負
担
に
影
響
を
及
ぼ
す
可
能
性

が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、「
重
要
な
場
合
」

に
該
当
し
な
い
と
す
る
と
き
は
慎
重
に
判

断
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
る
。

⑵　
評
価
性
引
当
額
の
内
訳
に
関

す
る
情
報

こ
れ
ま
で
、
繰
延
税
金
資
産
お
よ
び
繰

延
税
金
負
債
の
発
生
の
主
な
原
因
別
の
内

訳
に
お
け
る
評
価
性
引
当
額
は
合
計
額
の

み
記
載
し
て
い
た
が
、
税
務
上
の
繰
越
欠

損
金
に
係
る
評
価
性
引
当
額
と
将
来
減
算

一
時
差
異
等
の
合
計
に
係
る
評
価
性
引
当

額
に
区
分
し
て
記
載
す
る
こ
と
と
さ
れ

た
。
こ
の
た
め
、
各
解
消
見
込
年
度
の
個

別
項
目
ご
と
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
に
基

づ
き
、
期
末
時
点
に
お
け
る
将
来
減
算
一

時
差
異
等
の
う
ち
将
来
回
収
不
能
と
判
断

さ
れ
る
額
と
期
末
時
点
に
お
け
る
税
務
上

の
繰
越
欠
損
金
の
う
ち
将
来
回
収
不
能
と

判
断
さ
れ
る
額
を
そ
れ
ぞ
れ
区
別
し
て
把

握
す
る
必
要
が
あ
る
。

①
　
評
価
性
引
当
額
の
注
記
の
対
象
と

な
る
範
囲

こ
れ
ま
で
の
実
務
慣
行
を
踏
ま
え
、
評

価
性
引
当
額
の
注
記
の
対
象
と
な
る
範
囲

が
明
確
化
さ
れ
て
い
る（
税
効
果
会
計
基

準
一
部
改
正
４
項
、
32
項
）（
図
表
５
）。

将
来
減
算
一
時
差
異
等
の
合
計
に
係
る

評
価
性
引
当
額
の
区
分
に「
繰
越
外
国
税

額
控
除
や
繰
越
可
能
な
租
税
特
別
措
置
法

上
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
等
」を
含
め

る
た
め
、
繰
延
税
金
資
産
お
よ
び
繰
延
税

金
負
債
の
発
生
原
因
別
の
主
な
内
訳
に
評

価
性
引
当
額
を
計
上
す
る
前
の
繰
越
外
国

税
額
控
除
や
繰
越
可
能
な
租
税
特
別
措
置

法
上
の
法
人
税
額
の
特
別
控
除
等
に
係
る

繰
延
税
金
資
産
を
記
載
し
、
グ
ロ
ス
で
注

（図表５）　評価性引当額の注記の対象となる範囲
評価性引当額の注記対象に含まれる 評価性引当額の注記対象に含まれない
・繰越外国税額控除や繰越可能な租

税特別措置法上の法人税額の特別
控除等に係る繰延税金資産

・子会社に対する投資に係る連結財務諸表固有の将
来減算一時差異について、税効果会計に係る会計
基準の適用指針22項⑴を満たさないことにより繰
延税金資産を計上していない場合

・組織再編に伴い受け取った子会社株式または関連
会社株式（事業分離に伴い分離元企業が受け取っ
た子会社株式等を除く）に係る将来減算一時差異の
うち、当該株式の受取時に生じていたものについて、
予測可能な将来の期間に、その売却等を行う意思
決定及び実施計画が存在しない場合に、税効果会
計に係る会計基準の適用指針８項⑴ただし書きによ
り繰延税金資産を計上していないとき
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特集 表示・注記と会計処理がこう変わる

改正「税効果会計基準」等の概要と実務ポイント
記
す
る
こ
と
に
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

一
方
、
連
結
財
務
諸
表
上
の
子
会
社
に

対
す
る
投
資
に
係
る
将
来
減
算
一
時
差
異

や
組
織
再
編
に
伴
い
受
け
取
っ
た
子
会
社

株
式
ま
た
は
関
連
会
社
株
式
に
係
る
将
来

減
算
一
時
差
異
に
つ
い
て
は
、
一
定
の
場

合
は
当
該
内
訳
お
よ
び
評
価
性
引
当
額
に

含
め
な
い
こ
と
に
な
る
。
こ
の
た
め
、
何

が
繰
延
税
金
資
産
お
よ
び
繰
延
税
金
負
債

の
発
生
原
因
別
の
主
な
内
訳
お
よ
び
評
価

性
引
当
額
に
含
め
る
べ
き
も
の
で
あ
る
か

留
意
が
必
要
で
あ
る
。

②
　
評
価
性
引
当
額（
合
計
額
）に
重
要

な
変
動
が
生
じ
て
い
る
場
合
の
定
性

的
な
情
報

評
価
性
引
当
額
の
合
計
額
に
重
要
な
変

動
が
生
じ
て
い
る
場
合
、
税
負
担
率
に
重

要
な
影
響
が
生
じ
て
い
る
こ
と
が
多
い
た

め
、
税
負
担
率
に
影
響
が
生
じ
て
い
る
原

因
を
分
析
す
る
こ
と
に
資
す
る
よ
う
に
、

定
性
的
な
情
報
と
し
て
当
該
変
動
の
主
な

内
容
に
つい
て
の
注
記
事
項
が
定
め
ら
れ
た
。

「
当
該
変
動
の
主
な
内
容
は
企
業
の
置
か

れ
て
い
る
状
況
に
よ
り
様
々
で
あ
る
と
考

え
ら
れ
る
た
め
、
当
該
変
動
の
主
な
内
容

に
ど
の
よ
う
な
事
項
を
記
載
す
る
か
に
つ
い

て
、
特
段
定
め
て
い
な
い
」（
税
効
果
会
計

基
準
一部
改
正
35
項
）と
さ
れ
て
い
る
。

評
価
性
引
当
額
の
金
額
が
前
期
に
比
し

て
大
き
く
増
加
す
る
場
合
と
し
て
、
前
期

は
将
来
減
算
一
時
差
異
等
や
税
務
上
の
繰

越
欠
損
金
に
対
し
て
回
収
可
能
と
し
て
繰

延
税
金
資
産
を
計
上
し
て
い
た
が
、
当
期

は
、
過
去
の
業
績
推
移
等
に
よ
り
企
業
分

類
を
変
更
し
、
将
来
の
一
時
差
異
等
加
減

算
前
課
税
所
得
の
見
積
期
間
を
短
縮
し
、

回
収
可
能
額
が
大
き
く
減
少
し
た
場
合

や
、
企
業
分
類
は
変
更
が
な
く
て
も
、
前

期
よ
り
当
期
は
将
来
の
一
時
差
異
等
加
減

算
前
課
税
所
得
の
見
積
額
が
大
き
く
減
少

し
た
場
合
な
ど
が
考
え
ら
れ
る
。
そ
の
場

合
に
、
た
と
え
ば
、
主
に
グ
ル
ー
プ
内
の

ど
の
会
社
の
繰
延
税
金
資
産
に
係
る
評
価

性
引
当
額
に
よ
る
変
動
な
の
か
、
ど
の
将

来
減
算
一
時
差
異
等
の
項
目
ま
た
は
税
務

上
の
繰
越
欠
損
金
に
係
る
評
価
性
引
当
額

に
よ
る
変
動
な
の
か
な
ど
の
企
業
固
有
の

具
体
的
な
情
報
を
記
載
す
る
も
の
と
考
え

ら
れ
る
。

第
３
５
４
回
企
業
会
計
基
準
委
員
会
審

議
事
項
⑵
―
３
―
２
の
資
料
⑴
で
提
示
さ

れ
た
例
を
参
考
に
す
る
と
次
の
よ
う
な
記

載
が
考
え
ら
れ
る
。

前
連
結
会
計
年
度
に
比
べ
て
評
価
性

引
当
額
が
１
０
０
百
万
円
増
加
し
て
い

る
。こ
の
増
加
の
主
な
内
容
は
、
連
結
財

務
諸
表
提
出
会
社
に
お
い
て
、
建
物
お

よ
び
構
築
物
に
係
る
減
損
損
失
に
関
す

る
評
価
性
引
当
額
を
２
０
０
百
万
円
追

加
的
に
認
識
し
た
こ
と（
前
連
結
会
計
年

度
２
０
０
百
万
円
、
当
連
結
会
計
年
度

４
０
０
百
万
円
）に
伴
う
も
の
で
あ
る 

。

第
３
５
６
回
企
業
会
計
基
準
委
員
会
審

議
事
項
⑺
―
２
の
資
料
⑵
で
提
示
さ
れ
た

例
を
参
考
に
す
る
と
次
の
よ
う
な
記
載
が

考
え
ら
れ
る
。

前
連
結
会
計
年
度
に
比
べ
て
評
価
性
引

当
額
が
５
０
０
百
万
円
増
加
し
て
い
る
。

こ
の
増
加
の
主
な
内
容
は
、
連
結
子
会
社

Ａ
社
に
お
い
て
、
将
来
減
算
一
時
差
異
に

関
す
る
評
価
性
引
当
額
を
５
５
０
百
万
円

追
加
的
に
認
識
し
た
こ
と（
前
連
結
会
計

年
度
２
０
０
百
万
円
、
当
連
結
会
計
年
度

７
５
０
百
万
円
）に
伴
う
も
の
で
あ
る
。

こ
れ
ら
参
考
に
し
た
も
の
は
、
審
議
の

過
程
の
資
料
で
あ
り
、
あ
く
ま
で
企
業
の

置
か
れ
て
い
る
状
況
に
よ
り
税
負
担
率
に

影
響
が
生
じ
て
い
る
原
因
を
分
析
す
る
こ

と
に
資
す
る
よ
う
に
記
載
す
べ
き
内
容
は

判
断
す
る
こ
と
に
な
る
。

③
　
評
価
性
引
当
額（
合
計
額
）に
重
要

な
変
動
が
生
じ
て
い
る
場
合
の
判
断

重
要
な
変
動
が
生
じ
て
い
る
場
合
と
し

て
変
動
に
係
る
定
性
的
な
情
報
が
求
め
ら

れ
る
か
ど
う
か
の
判
断
に
つ
い
て
は
、
税

負
担
率
の
計
算
基
礎
と
な
る
税
引
前
純
利

益
の
額
に
対
す
る
評
価
性
引
当
額（
合
計

額
）の
変
動
額
の
割
合
が
重
要
な
場
合
が

例
と
し
て
掲
げ
ら
れ
て
い
る
。
た
だ
し
、

企
業
が
置
か
れ
た
状
況
に
よ
っ
て
重
要
性

は
異
な
る
た
め
、
一
律
に
重
要
性
の
基
準

を
定
め
る
こ
と
は
適
切
で
は
な
い
こ
と
か

ら
、
主
と
し
て
税
負
担
率
の
分
析
に
資
す

る
情
報
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
企
業
の

状
況
に
応
じ
て
適
切
に
判
断
す
る
こ
と
と

さ
れ
て
い
る
。
こ
の
た
め
、
税
引
前
純
利

益
の
額
が
小
さ
い
場
合
に
は
、
評
価
性
引

当
額（
合
計
額
）の
変
動
額
の
税
負
担
率
へ

の
影
響
が
大
き
く
な
る
た
め
、
注
記
が
求

め
ら
れ
る
ケ
ー
ス
に
該
当
す
る
か
ど
う
か

留
意
が
必
要
で
あ
る
。
な
お
、
税
負
担
率

と
法
定
実
効
税
率
と
の
間
に
重
要
な
差
異

が
な
く
、
税
率
差
異
の
注
記
を
省
略
し
て

い
る
場
合（
た
と
え
ば
、
当
該
差
異
が
法

定
実
効
税
率
の
１
０
０
分
の
５
以
下
で
あ

る
場
合
）、
当
該
変
動
の
主
な
内
容
を
注

記
す
る
こ
と
は
要
し
な
い
と
さ
れ
て
い
る

（
税
効
果
会
計
基
準
一
部
改
正
36
項
）。

⑴
　https://w

w
w

.asb.or.jp/jp/w
p-content/

uploads/20170208_11.pdf

⑵
　https://w

w
w

.asb.or.jp/jp/w
p-content/

uploads/20170313_11.pdf

　⑶　
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
に
関

す
る
情
報

①
　
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
に
関
す
る

繰
越
期
限
別
の
数
値
情
報

税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
の
繰
越
期
間
に

わ
た
っ
て
課
税
所
得
ま
た
は
税
務
上
の
欠

損
金
が
生
じ
た
と
き
の
税
負
担
率
の
予
測

に
資
す
る
よ
う
に
、
税
務
上
の
繰
越
欠
損
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金
に
関
す
る
数
値
情
報
と
し
て
、
繰
越
期

限
別
に
、
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
の
額
に

納
税
主
体
ご
と
の
法
定
実
効
税
率
を
乗
じ

た
額（
発
生
原
因
別
の
注
記
に
記
載
さ
れ

て
い
る
額
）、
当
該
税
務
上
の
繰
越
欠
損

金
に
係
る
評
価
性
引
当
額
お
よ
び
当
該
税

務
上
の
繰
越
欠
損
金
に
係
る
繰
延
税
金
資

産
の
額
に
つ
い
て
注
記
す
る（
税
効
果
会

計
基
準
一
部
改
正
39
項
）。

ま
た
、
繰
越
期
限
の
年
度
の
区
切
り
方

に
つ
い
て
は
、
企
業
に
お
け
る
税
務
上
の

繰
越
欠
損
金
の
発
生
状
況
は
さ
ま
ざ
ま
で

あ
り
、
ま
た
、
在
外
子
会
社
の
税
制
は
多

様
で
あ
り
、
繰
越
期
間
の
年
数
や
有
無
は

さ
ま
ざ
ま
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
企
業
が
有

し
て
い
る
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
の
状
況

に
応
じ
て
適
切
に
設
定
す
る
こ
と
が
考
え

ら
れ
る
た
め
、
特
段
定
め
て
い
な
い（
税

効
果
会
計
基
準
一
部
改
正
42
項
）。

税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
に
つ
い
て
何
年

後
に
回
収
可
能
と
な
る
か
把
握
す
る
た
め

に
は
、
各
グ
ル
ー
プ
会
社
に
お
け
る
、
将

来
減
算
一
時
差
異
お
よ
び
将
来
加
算
一
時

差
異
の
解
消
見
込
年
度
に
基
づ
き
ス
ケ

ジ
ュ
ー
リ
ン
グ
を
行
い
、
将
来
の
一
時
差

異
等
加
減
算
前
課
税
所
得
に
よ
る
繰
越
期

限
ご
と
の
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
の
回
収

可
能
額
を
把
握
す
る
必
要
が
あ
る
。

②
　
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
に
関
す
る

定
性
的
な
情
報

財
務
諸
表
利
用
者
に
よ
る
税
務
上
の
繰

越
欠
損
金
に
係
る
繰
延
税
金
資
産
の
回

収
可
能
性
に
関
す
る
不
確
実
性
の
評
価

に
資
す
る
よ
う
に
、
定
性
的
な
情
報
と
し

て
当
該
繰
延
税
金
資
産
を
回
収
可
能
と

判
断
し
た
主
な
理
由
に
つ
い
て
注
記
が
求

め
ら
れ
て
い
る（
税
効
果
会
計
基
準
一
部
改

正
44
項
）。
回
収
可
能
と
判
断
し
た
主
な

理
由
は
、
企
業
の
置
か
れ
て
い
る
状
況
に

よ
り
さ
ま
ざ
ま
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
た

め
、
当
該
理
由
に
ど
の
よ
う
な
事
項
を
記

載
す
る
か
に
つ
い
て
、
特
段
定
め
ら
れ
て
い

な
い（
税
効
果
会
計
基
準
一部
改
正
46
項
）。

「
繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可
能
性
に
関
す

る
不
確
実
性
の
評
価
に
資
す
る
」と
い
う

注
記
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
抽
象
的
な
も
の

で
は
な
く
、
当
該
企
業
固
有
の
具
体
的
な

根
拠
の
記
載
を
検
討
す
る
こ
と
に
な
る
も

の
と
思
わ
れ
る
。
こ
の
た
め
、
し
た
が
っ
て
、

注
記
文
言
が
い
わ
ゆ
る
ボ
イ
ラ
ー
プ
レ
ー
ト

に
な
ら
な
い
よ
う
に
す
る
こ
と
が
肝
要
で

あ
る
。
こ
の
た
め
、
た
と
え
ば
、
主
に
グ

（図表７）　ＩＡＳ12号による開示例
Ｈ.　税務上の繰越欠損金	 	
繰延税金資産を認識していない税務上の欠損金の失効の状況は以下のとおりです。
千ユーロ 2017年 失効日 2016年 失効日
失効する欠損金 644 2021―2023年 520 2021―2022年
失効しない欠損金 - 152 -

2017年に当社の英国にある子会社Paper Pabus社が発売した新型の紙が好調であり、長期
の供給契約を多数締結しました。その結果、経営陣は将来の課税所得の見積りを見直し、当
社グループは過去に認識されていなかった税務上の欠損金のうち152千ユーロに対する税効果
を認識しました（税効果:50千ユーロ）。これは、税務上の欠損金の便益を利用するために必要
となる将来の課税所得が生じる可能性が高いと経営陣が判断したためです。

 
　2016年に当社のデンマークにある子会社Mermaid社が新たな製造ラインを導入
し、これにより、今後持続的にコストが著しく軽減され、収益性が改善されること
になります。その結果、経営陣は将来の課税所得の見積りを見直し、当社グループ
は過去に認識されていなかった税務上の欠損金のうち727千ユーロに対する税効果を
認識しました（税効果:240千ユーロ）。これは、税務上の欠損金の便益を利用するた
めに必要となる将来の課税所得が生じる可能性が高いと経営陣が判断したためです。 
Mermaid社は2017年に予想されていた収益を達成したため、経営陣は、税務上の欠損金を回
収し関連する繰延税金資産を実現するために必要となる将来の課税所得が生じる可能性が引
き続き高いと考えています。

2017年に当社のルーマニアにある子会社Lei Sure社で税務上の欠損金が124千ユーロ発生
し、税務上の欠損金の累計額は644千ユーロに増加しました（2016年:520千ユーロ）。経営陣
は、ルーマニアにおける供給能力の余剰による紙の価格の低迷により、2022年から2024年
に失効する税務上の欠損金の累計額の回収可能性が不確実であると結論付けました。5年間の
事業計画に基づき、また既存の将来加算一時差異の解消を考慮し、Lei Sure社は2024年まで
は課税所得を創出できないと見込んでいます。ただし、紙の価格が予想よりも早く改善するか、
または新たな将来加算一時差異が次の事業年度に発生する場合、繰延税金資産及び関連する
税金収益212千ユーロを追加的に認識する可能性があります。	

（出所）　「年次財務諸表ガイドー開示例」（2017年9月　KPMG）52、53頁
　　　https://assets.kpmg.com/content/dam/kpmg/jp/pdf/jp-ifrs-financial-statement-2017-09.pdf

（図表６）　税務上の繰越欠損金に関する定性的な情報の開示例
税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超 合計

税務上の繰越欠損金⒜ － － － 400 － 500 ⒝900百万円
評価性引当額 － － － － － △500 △500
繰延税金資産 － － － 400 － － ⒝400
⒜　税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額である。
⒝ 　税務上の繰越欠損金900百万円（法定実効税率を乗じた額）について、繰延税金資産400百万円を計上している。この繰延税金資産

400百万円は、連結子会社A社における税務上の繰越欠損金の残高400百万円（法定実効税率を乗じた額）に対して全額認識したもので
ある。当該連結子会社A社における税務上の繰越欠損金は、平成XX年3月期に税引前当期純損失を1,000百万円計上したことにより生じ
たもので ある。当該税務上の繰越欠損金については、将来の課税所得の見込みおよび土地および建物の売却の計画により、回収可能と判
断し評価性引当額を認識していない。							     

（出所）　企業会計審議会第356回企業会計審議会審議事項⑺－２資料をもとに筆者作成
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特集 表示・注記と会計処理がこう変わる

改正「税効果会計基準」等の概要と実務ポイント
ル
ー
プ
内
の
ど
の
会
社
に
お
け
る
税
務
上

の
繰
越
欠
損
金
に
係
る
繰
延
税
金
資
産
な

の
か
、
過
去
に
重
要
な
税
務
上
の
欠
損
金

が
発
生
し
た
原
因
は
何
で
あ
り
、
現
時
点

に
お
い
て
は
そ
の
発
生
原
因
は
解
決
し
て

今
後
発
生
す
る
も
の
で
は
な
い
こ
と
、
将

来
の
収
益
力
が
十
分
に
あ
り
、
税
務
上
の

繰
越
欠
損
金
を
解
消
さ
せ
る
よ
う
な
将
来

の
一
時
差
異
等
加
減
算
前
課
税
所
得
の
発

生
の
見
込
み
や
タ
ッ
ク
ス
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
が
な

ぜ
確
実
で
あ
る
と
考
え
た
の
か
の
根
拠
な

ど
を
説
明
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る（
。

第
３
５
６
回
企
業
会
計
基
準
委
員
会
審

議
事
項
⑺
―
２
の
資
料
⑶
で
提
示
さ
れ
た

例
を
参
考
に
す
る
と
図
表
６
の
よ
う
な
記

載
が
考
え
ら
れ
る
。

参
考
に
し
た
も
の
は
、
審
議
の
過
程
の

資
料
で
あ
り
、
あ
く
ま
で
企
業
の
置
か
れ

て
い
る
状
況
に
よ
り
前
記
の
と
お
り
、
よ

り
具
体
的
な
根
拠
を
記
載
す
る
こ
と
に
留

意
す
る
必
要
が
あ
る
。

ま
た
、Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
で
は
、Ｉ
Ａ
Ｓ
12
号「
法

人
所
得
税
」に
お
い
て
、
一
時
差
異
等（
税

務
上
の
繰
越
欠
損
金
お
よ
び
繰
越
税
額
控

除
を
含
む
）の
種
類
ご
と
の
、
財
政
状
態

計
算
書
に
認
識
し
た
繰
延
税
金
資
産
の
額

（
Ｉ
Ａ
Ｓ
12
号
81
項
⒢
）、
繰
延
税
金
資

産
を
認
識
し
て
い
な
い
将
来
減
算
一
時
差

異
、
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
お
よ
び
繰
越

税
額
控
除
の
額（
お
よ
び
、
も
し
あ
れ
ば
、

失
効
日
）（
Ｉ
Ａ
Ｓ
12
号
81
項
⒠
）、
な
ら
び

に
繰
延
税
金
資
産
を
活
用
で
き
る
か
ど
う

か
が
将
来
加
算
一
時
差
異
の
解
消
に
よ
り

生
じ
る
所
得
を
上
回
る
将
来
の
課
税
所
得

の
有
無
に
依
存
し
て
お
り
、
か
つ
、
企
業

が
当
該
繰
延
税
金
資
産
に
関
係
す
る
課
税

法
域
に
お
い
て
当
期
ま
た
は
前
期
に
損
失

が
生
じ
て
い
る
場
合
に
、
当
該
繰
延
税
金

資
産
の
額
と
そ
の
認
識
の
根
拠
と
な
る
証

拠
の
内
容（
Ｉ
Ａ
Ｓ
12
号
82
項
）を
開
示
す

る
こ
と
が
定
め
ら
れ
て
い
る
と
さ
れ
て
い
る

（
税
効
果
会
計
基
準
一部
改
正
48
項
）。

こ
の
た
め
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
12
号
の
開
示
例
を

参
考
と
し
て
図
表
７
に
示
し
て
い
る
。
本

開
示
例
で
は
、
将
来
課
税
所
得
が
生
じ
る

と
考
え
る
根
拠
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、「
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
に
係
る

重
要
な
繰
延
税
金
資
産
を
計
上
し
て
い
る

場
合
」と
し
て
、
注
記
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
場
合
か
ど
う
か
の
判
断
は
、
主
と
し

て
繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可
能
性
に
関
す

る
不
確
実
性
の
評
価
に
資
す
る
情
報
で
あ

る
こ
と
を
踏
ま
え
る
と
、
た
と
え
ば
、
純

資
産
の
額
に
対
す
る
税
務
上
の
繰
越
欠
損

金
に
係
る
繰
延
税
金
資
産
の
額
の
割
合
が

重
要
な
場
合
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。
し
か

し
、
企
業
が
置
か
れ
た
状
況
に
よ
っ
て
重

要
性
は
異
な
る
た
め
、
一
律
に
重
要
性
の

基
準
を
定
め
る
こ
と
は
適
切
で
は
な
い
と

考
え
ら
れ
、
そ
の
趣
旨
を
踏
ま
え
て
、
企

業
の
状
況
に
応
じ
て
適
切
に
判
断
す
る
も

の
と
さ
れ
て
い
る（
税
効
果
会
計
基
準
一

部
改
正
47
項
）。
こ
の
た
め
、
純
資
産
額

が
小
さ
い
状
態
に
お
い
て
税
務
上
の
繰
越

欠
損
金
に
係
る
繰
延
税
金
資
産
を
計
上
し

て
い
る
場
合
は
、
理
由
の
開
示
が
必
要
に

な
る
ケ
ー
ス
に
該
当
す
る
可
能
性
が
高
い

た
め
、
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

⑶
　https://w

w
w

.asb.or.jp/jp/w
p-content/

uploads/20170313_11.pdf

子
会
社
株
式
等
に
係
る
将
来
加
算
一
時
差
異
な
ど

改
正「
税
効
果
会
計
基
準
」等

の
会
計
処
理
の
実
務
ポ
イ
ン
ト

Ⅲ

有
限
責
任 

あ
ず
さ
監
査
法
人

公
認
会
計
士

波
多
野　

直
子

は
じ
め
に

企
業
会
計
基
準
委
員
会
よ
り
平
成
30
年

２
月
16
日
に
企
業
会
計
基
準
28
号「『
税
効

果
会
計
に
係
る
会
計
基
準
』の
一
部
改
正
」

等
が
公
表
さ
れ
た
。
今
回
の
改
正
に
お
い

て
、
会
計
処
理
に
つ
い
て
も
見
直
し
が
行

わ
れ
て
お
り
、
平
成
30
年
４
月
１
日
以
後

開
始
す
る
年
度
か
ら
適
用
さ
れ
る
。
本
稿

で
は
、
こ
の
改
正
が
実
務
へ
ど
の
よ
う
な

影
響
が
あ
る
か
解
説
す
る
。

な
お
、
文
中
、
意
見
に
関
す
る
部
分
は
、

筆
者
の
私
見
で
あ
る
こ
と
を
申
し
添
え

る
。

個
別
財
務
諸
表
に
お

け
る
子
会
社
株
式
等

に
係
る
将
来
加
算
一

時
差
異
の
取
扱
い
の

見
直
し

個
別
財
務
諸
表
に
お
け
る
子
会
社
株
式
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改正「税効果会計基準」等の概要と実務ポイント
ル
ー
プ
内
の
ど
の
会
社
に
お
け
る
税
務
上

の
繰
越
欠
損
金
に
係
る
繰
延
税
金
資
産
な

の
か
、
過
去
に
重
要
な
税
務
上
の
欠
損
金

が
発
生
し
た
原
因
は
何
で
あ
り
、
現
時
点

に
お
い
て
は
そ
の
発
生
原
因
は
解
決
し
て

今
後
発
生
す
る
も
の
で
は
な
い
こ
と
、
将

来
の
収
益
力
が
十
分
に
あ
り
、
税
務
上
の

繰
越
欠
損
金
を
解
消
さ
せ
る
よ
う
な
将
来

の
一
時
差
異
等
加
減
算
前
課
税
所
得
の
発

生
の
見
込
み
や
タ
ッ
ク
ス
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
が
な

ぜ
確
実
で
あ
る
と
考
え
た
の
か
の
根
拠
な

ど
を
説
明
す
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る（
。

第
３
５
６
回
企
業
会
計
基
準
委
員
会
審

議
事
項
⑺
―
２
の
資
料
⑶
で
提
示
さ
れ
た

例
を
参
考
に
す
る
と
図
表
６
の
よ
う
な
記

載
が
考
え
ら
れ
る
。

参
考
に
し
た
も
の
は
、
審
議
の
過
程
の

資
料
で
あ
り
、
あ
く
ま
で
企
業
の
置
か
れ

て
い
る
状
況
に
よ
り
前
記
の
と
お
り
、
よ

り
具
体
的
な
根
拠
を
記
載
す
る
こ
と
に
留

意
す
る
必
要
が
あ
る
。

ま
た
、Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
で
は
、Ｉ
Ａ
Ｓ
12
号「
法

人
所
得
税
」に
お
い
て
、
一
時
差
異
等（
税

務
上
の
繰
越
欠
損
金
お
よ
び
繰
越
税
額
控

除
を
含
む
）の
種
類
ご
と
の
、
財
政
状
態

計
算
書
に
認
識
し
た
繰
延
税
金
資
産
の
額

（
Ｉ
Ａ
Ｓ
12
号
81
項
⒢
）、
繰
延
税
金
資

産
を
認
識
し
て
い
な
い
将
来
減
算
一
時
差

異
、
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
お
よ
び
繰
越

税
額
控
除
の
額（
お
よ
び
、
も
し
あ
れ
ば
、

失
効
日
）（
Ｉ
Ａ
Ｓ
12
号
81
項
⒠
）、
な
ら
び

に
繰
延
税
金
資
産
を
活
用
で
き
る
か
ど
う

か
が
将
来
加
算
一
時
差
異
の
解
消
に
よ
り

生
じ
る
所
得
を
上
回
る
将
来
の
課
税
所
得

の
有
無
に
依
存
し
て
お
り
、
か
つ
、
企
業

が
当
該
繰
延
税
金
資
産
に
関
係
す
る
課
税

法
域
に
お
い
て
当
期
ま
た
は
前
期
に
損
失

が
生
じ
て
い
る
場
合
に
、
当
該
繰
延
税
金

資
産
の
額
と
そ
の
認
識
の
根
拠
と
な
る
証

拠
の
内
容（
Ｉ
Ａ
Ｓ
12
号
82
項
）を
開
示
す

る
こ
と
が
定
め
ら
れ
て
い
る
と
さ
れ
て
い
る

（
税
効
果
会
計
基
準
一部
改
正
48
項
）。

こ
の
た
め
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
12
号
の
開
示
例
を

参
考
と
し
て
図
表
７
に
示
し
て
い
る
。
本

開
示
例
で
は
、
将
来
課
税
所
得
が
生
じ
る

と
考
え
る
根
拠
が
記
載
さ
れ
て
い
る
。

ま
た
、「
税
務
上
の
繰
越
欠
損
金
に
係
る

重
要
な
繰
延
税
金
資
産
を
計
上
し
て
い
る

場
合
」と
し
て
、
注
記
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
場
合
か
ど
う
か
の
判
断
は
、
主
と
し

て
繰
延
税
金
資
産
の
回
収
可
能
性
に
関
す

る
不
確
実
性
の
評
価
に
資
す
る
情
報
で
あ

る
こ
と
を
踏
ま
え
る
と
、
た
と
え
ば
、
純

資
産
の
額
に
対
す
る
税
務
上
の
繰
越
欠
損

金
に
係
る
繰
延
税
金
資
産
の
額
の
割
合
が

重
要
な
場
合
が
挙
げ
ら
れ
て
い
る
。
し
か

し
、
企
業
が
置
か
れ
た
状
況
に
よ
っ
て
重

要
性
は
異
な
る
た
め
、
一
律
に
重
要
性
の

基
準
を
定
め
る
こ
と
は
適
切
で
は
な
い
と

考
え
ら
れ
、
そ
の
趣
旨
を
踏
ま
え
て
、
企

業
の
状
況
に
応
じ
て
適
切
に
判
断
す
る
も

の
と
さ
れ
て
い
る（
税
効
果
会
計
基
準
一

部
改
正
47
項
）。
こ
の
た
め
、
純
資
産
額

が
小
さ
い
状
態
に
お
い
て
税
務
上
の
繰
越

欠
損
金
に
係
る
繰
延
税
金
資
産
を
計
上
し

て
い
る
場
合
は
、
理
由
の
開
示
が
必
要
に

な
る
ケ
ー
ス
に
該
当
す
る
可
能
性
が
高
い

た
め
、
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

⑶
　https://w

w
w
.asb.or.jp/jp/w

p-content/
uploads/20170313_11.pdf

子
会
社
株
式
等
に
係
る
将
来
加
算
一
時
差
異
な
ど

改
正「
税
効
果
会
計
基
準
」等

の
会
計
処
理
の
実
務
ポ
イ
ン
ト

Ⅲ

有
限
責
任 

あ
ず
さ
監
査
法
人

公
認
会
計
士

波
多
野　

直
子

は
じ
め
に

企
業
会
計
基
準
委
員
会
よ
り
平
成
30
年

２
月
16
日
に
企
業
会
計
基
準
28
号「『
税
効

果
会
計
に
係
る
会
計
基
準
』の
一
部
改
正
」

等
が
公
表
さ
れ
た
。
今
回
の
改
正
に
お
い

て
、
会
計
処
理
に
つ
い
て
も
見
直
し
が
行

わ
れ
て
お
り
、
平
成
30
年
４
月
１
日
以
後

開
始
す
る
年
度
か
ら
適
用
さ
れ
る
。
本
稿

で
は
、
こ
の
改
正
が
実
務
へ
ど
の
よ
う
な

影
響
が
あ
る
か
解
説
す
る
。

な
お
、
文
中
、
意
見
に
関
す
る
部
分
は
、

筆
者
の
私
見
で
あ
る
こ
と
を
申
し
添
え

る
。

個
別
財
務
諸
表
に
お

け
る
子
会
社
株
式
等

に
係
る
将
来
加
算
一

時
差
異
の
取
扱
い
の

見
直
し

個
別
財
務
諸
表
に
お
け
る
子
会
社
株
式
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（図表８）　個別財務諸表における子会社株式等に係る将来加算一時差
異の取扱い

改正前 改正後
事業休止等により清算までに課
税所得が生じないことが合理的
に見込まれるような場合および組
織再編に伴い受け取った子会社
株式等に係る一時差異のうち一
定の要件を満たす場合以外は、
一律、繰延税金負債を計上する。

企業が清算するまでに課税所得が生じ
ないことが合理的に見込まれる場合の
みでなく、親会社または投資会社がそ
の投資の売却等を当該会社自身で決め
ることができ、かつ、予測可能な将来
の期間に、その売却等を行う意思がな
い場合、繰延税金負債を計上しない。

（参考）　連結財務諸表における子会社等に対する投資に係る将来加算一時差異
　　原則として繰延税金負債を計上するが、親会社がその投資の売却等を親会社自身で決
めることができ、かつ、予測可能な将来の期間に、その売却等を行う意思がない場合には
繰延税金負債を計上しない（配当で解消分は別途の取扱いあり）。

（図表９）　組織再編に伴い受け取った子会社株式等（事業分離に伴い分離元企業が
受け取った子会社株式等を除く）に係る一時差異の取扱い

改正前 改正後
当該株式の受取時に発生していたもの
で、かつ、受取時に会計上の損益および
課税所得（または税務上の繰越欠損金）
に影響を与えないものについては税効果
を認識しない。
ただし、予測可能な期間に売却する予定
がある場合または売却その他の事由によ
り当該子会社株式がその他有価証券に
分類されることとなる場合には、通常の
税効果会計の取扱いによる。

将来減算一時差異：当該株式の受取時に
生じていたものについては、予測可能な将
来の期間に、その売却等を行う意思決定ま
たは実施計画が存在する場合を除き、繰
延税金資産を計上しない。

将来加算一時差異：親会社または投資会
社がその投資の売却等を当該会社自身で
決めることができ、かつ、予測可能な将来
の期間に、その売却等を行う意思がない
場合は繰延税金負債を認識しない。

等
に
係
る
将
来
加
算
一
時
差
異
の
取
扱
い

が
連
結
財
務
諸
表
に
お
け
る
子
会
社
に
対

す
る
投
資
に
係
る
将
来
加
算
一
時
差
異
の

取
扱
い
に
整
合
さ
れ
る
見
直
し
が
行
わ
れ

た
。
つ
ま
り
、
個
別
財
務
諸
表
に
お
け
る

子
会
社
株
式
お
よ
び
関
連
会
社
株
式
に
係

る
将
来
加
算
一
時
差
異
に
つ
い
て
、
親
会

社
等
が
そ
の
投
資
の
売
却
等
を
当
該
会
社

自
身
で
決
め
る
こ
と
が
で
き
、
か
つ
、
予

測
可
能
な
将
来
の
期
間
に
、
そ
の
売
却
等

を
行
う
意
思
が
な
い
場
合
、
当
該
将
来
加

算
一
時
差
異
に
係
る
繰
延
税
金
負
債
を
計

上
し
な
い
こ
と
と
さ
れ
た（
企
業
会
計
基

準
適
用
指
針
28
号「
税
効
果
会
計
に
係
る

会
計
基
準
の
適
用
指
針
」（
以
下
、「
税
効
果

適
用
指
針
」と
い
う
）８
項
⑵
②
）。
こ
れ

に
よ
り
、
連
結
財
務
諸
表
で
は
計
上
不
要

な
繰
延
税
金
負
債
を
個
別
財
務
諸
表
で
は

計
上
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
不
整

合
が
解
消
さ
れ
る（
図
表
８
）。

た
と
え
ば
次
の
ケ
ー
ス
で
は
、
個
別
財
務

諸
表
に
お
け
る
子
会
社
株
式
等
に
係
る
将

来
加
算
一時
差
異
が
生
じ
る
場
合
に
お
い
て

も
、
一
律
繰
延
税
金
負
債
を
計
上
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
と
い
う
こ
と
に
な
ら
ず
、
連

結
財
務
諸
表
と
の
整
合
性
を
保
持
で
き
る

こ
と
に
な
っ
た
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。

・
在
外
子
会
社
の
有
償
減
資
等
に
よ
る
子

会
社
株
式
等
に
係
る
将
来
加
算
一
時
差

異
・
完
全
支
配
関
係（
法
法
２
十
二
の
七
の

六
）に
あ
る
国
内
会
社
間
で
寄
附
金
授
受

が
あ
っ
た
場
合
の
完
全
親
会
社
に
お
け

る
寄
附
金
支
払
側
の
子
会
社
株
式
に
係

る
将
来
加
算
一
時
差
異

・
完
全
子
会
社
間
で
無
対
価
会
社
分
割
や

無
対
価
合
併
を
行
っ
た
と
き
の
完
全
親

会
社
に
お
け
る
子
会
社
株
式
に
係
る
将

来
加
算
一
時
差
異

・
完
全
親
会
社
が
完
全
子
会
社
に
無
対
価

会
社
分
割
を
行
っ
た
と
き
の
完
全
親
会

社
に
お
け
る
子
会
社
株
式
に
係
る
将
来

加
算
一
時
差
異

な
お
、
組
織
再
編
に
伴
い
受
け
取
っ
た

子
会
社
株
式
等（
事
業
分
離
に
伴
い
分
離

元
企
業
が
受
け
取
っ
た
子
会
社
株
式
等
を

除
く
）に
係
る
一
時
差
異
の
取
扱
い
に
つ

い
て
、
改
正
前
に
お
け
る
、「
受
取
時
に
会

計
上
の
損
益
及
び
課
税
所
得（
又
は
税
務

上
の
繰
越
欠
損
金
）に
影
響
を
与
え
な
い

も
の
」と
の
記
載
に
つ
い
て
は
、
株
式
交

換
ま
た
は
株
式
移
転
の
取
得
の
場
合
の
定

め
と
の
整
合
性
を
図
る
た
め
、
改
正
後
で

は
削
除
さ
れ
た（
図
表
９
）。

こ
れ
に
よ
り
、
組
織
再
編
に
よ
り
税
効
果

の
扱
い
が
異
な
る
不
整
合
が
解
消
さ
れ
た
。

（
分
類
１
）に
該
当
す

る
企
業
に
お
け
る
繰

延
税
金
資
産
の
回
収

可
能
性
に
関
す
る
取

扱
い

　
完
全
支
配
関
係（
法
法
２
十
二
の
七
の

六
）に
あ
る
国
内
の
子
会
社
株
式
の
評
価

損
の
よ
う
に
、
当
該
子
会
社
株
式
を
売
却

し
た
と
き
に
は
税
務
上
の
損
金
に
算
入
さ

れ
る
が
、
当
該
子
会
社
を
清
算
し
た
と
き

に
は
税
務
上
の
損
金
に
算
入
さ
れ
な
い
こ

と
と
さ
れ
て
い
る
も
の
が
あ
る
。
こ
れ
ら

に
つ
い
て
、
当
該
子
会
社
株
式
を
将
来
売

却
す
る
か
、
当
該
子
会
社
を
清
算
す
る
か

等
が
判
明
し
て
い
な
い
場
合
で
あ
っ
て

も
、
個
別
貸
借
対
照
表
に
計
上
さ
れ
て
い

る
資
産
の
額
と
課
税
所
得
計
算
上
の
資
産

の
額
と
の
差
額
は
、
当
該
差
額
が
解
消
す

る
時
に
そ
の
期
の
課
税
所
得
を
減
額
す
る

効
果
を
有
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
こ
の
た

め
、
一
時
差
異
が
解
消
す
る
時
に
そ
の
期

の
課
税
所
得
を
減
額
す
る
効
果
を
持
つ
も

の
に
含
め
、
一
時
差
異（
将
来
減
算
一
時

差
異
）に
該
当
す
る
も
の
と
整
理
さ
れ
た

（
税
効
果
適
用
指
針
80
項
、
81
項
）。

こ
れ
に
伴
い
、
完
全
支
配
関
係
に
あ
る

国
内
の
子
会
社
株
式
の
評
価
損
に
つ
い
て
、
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特集 表示・注記と会計処理がこう変わる

改正「税効果会計基準」等の概要と実務ポイント
（設例）　繰延税金資産の回収可能性に関する取扱い

【前提】
・P社は、国内のS社を1,000出資して設立し、100％子会社と

した。
・P社の企業分類は（分類1）であり、継続して当該分類を維持

しているものとする。
・その後、S社の財政状態の悪化により、Ｐ社は有税で1,000

減損処理した。
・P社は、S社を清算する意思決定をした。
・S社の残余財産が確定し、P社はS社の欠損金1,000を引き継いだ。

Ｐ社の処理
・減損処理時
子会社評価損 1,000 子会社株式 1,000

・減損処理時の税効果
―

・残余財産が確定し、繰越欠損金を引き継いだ時の税効果
繰延税金資産 300 法人税等調整額 300

繰延税金資産の計上：1,000×30%（実効税率）＝300

P社の個別財務諸表上、当初はＳ社株式の減損に係る一時差異が
生じているが、Ｓ社の清算により当該一時差異はなくなり、Ｓ社の
欠損金を引き継いだ時点でＰ社において新たに欠損金が一時差異等
として生じるものと考えられる。両者は明確に区別されるものである。
このため、S社の欠損金1,000を承継した時点で繰延税金資産を認
識するものと考えられる。

企
業
が
当
該
子
会
社
を
清
算
す
る
ま
で
当

該
子
会
社
株
式
を
保
有
し
続
け
る
方
針
が

あ
る
場
合
等
、
将
来
に
お
い
て
税
務
上
の

損
金
に
算
入
さ
れ
る
可
能
性
が
低
い
場
合

に
当
該
子
会
社
株
式
の
評
価
損
に
係
る
繰

延
税
金
資
産
の
回
収
可
能
性
は
な
い
と
判

断
す
る
こ
と
が
適
切
で
あ
る
と
さ
れ
た（
設

例
）。
こ
れ
を
受
け
て
、（
分
類
１
）に
該
当

す
る
企
業
に
お
い
て
、
将
来
の
状
況
に
よ

り
税
務
上
の
損
金
に
算
入
さ
れ
な
い
項
目

に
係
る
一
時
差
異
に
つ
い
て
、
例
外
的
に
回

収
可
能
性
が
な
い
も
の
と
判
断
す
る
場
合

が
あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
、
繰
延
税
金

資
産
の
全
額
を
回
収
可
能
性
が
あ
る
も
の

と
す
る
取
扱
い
に
、「
原
則
と
し
て
、」と
の

文
言
が
追
加
さ
れ
た（
改
正
企
業
会
計
基

準
適
用
指
針
26
号「
繰
延
税
金
資
産
の
回

収
可
能
性
に
関
す
る
適
用
指
針
」18
項
）。

こ
の
例
外
的
な
取
扱
い
は
完
全
支
配
関

係
に
あ
る
国
内
の
子
会
社
株
式
の
評
価
損

に
係
る
将
来
減
算
一
時
差
異
だ
け
で
、
子

会
社
株
式
等
の
評
価
損
に
係
る
将
来
減
算

一
時
差
異
に
お
け
る
取
扱
い
に
つ
い
て

は
、（
分
類
１
）に
該
当
す
る
企
業
に
お
け

る
子
会
社
株
式
等
の
評
価
損
に
係
る
繰
延

税
金
資
産
の
回
収
可
能
性
に
つ
い
て
の
取

扱
い
を
変
更
し
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
る

点
に
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

ま
た
、
完
全
支
配
関
係
に
あ
る
国
内
の

子
会
社
株
式
の
評
価
損
は
あ
く
ま
で
例
示

で
あ
り
、
将
来
の
法
人
税
法
等
の
規
定
に

よ
り
該
当
す
る
ケ
ー
ス
が
生
じ
る
こ
と

が
あ
り
得
る
た
め
限
定
事
項
で
は
な
い

（「『
税
効
果
会
計
に
係
る
会
計
基
準
』」の

一
部
改
正（
案
）」等
に
対
す
る
コ
メ
ン
ト

の
コ
メ
ン
ト
へ
の
対
応
№
４
）こ
と
に
留

意
が
必
要
で
あ
る
。

投
資
時
に
お
け
る
子

会
社
の
留
保
利
益
の

取
扱
い

投
資
時
に
お
け
る
子
会
社
の
留
保
利
益

に
税
効
果
を
認
識
す
る
取
扱
い
が
改
正
後

で
は
削
除
さ
れ
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
投
資

時
の
留
保
利
益
か
ら
配
当
さ
れ
る
こ
と
が

想
定
さ
れ
る
場
合
に
お
い
て
も
、
繰
延
税

金
負
債
を
計
上
で
き
な
い
こ
と
と
な
っ
た

（
図
表
10
）。
個
別
財
務
諸
表
に
お
い
て
、

子
会
社
株
式
と
繰
延
税
金
負
債
を
計
上
す

る
処
理
が
記
載
さ
れ
て
い
た
た
め
、
子
会

社
株
式
の
取
得
原
価
に
つ
い
て
金
融
商
品

会
計
に
関
す
る
会
計
基
準
の
定
め
と
整
合

し
な
い
と
い
う
問
題
が
あ
っ
た
こ
と
が
要

因
と
思
わ
れ
る
。
こ
の
点
、
連
結
財
務
諸

表
に
お
い
て
の
み
繰
延
税
金
負
債
を
計
上

す
る
余
地
を
残
し
て
も
よ
か
っ
た
の
で
は

な
い
か
と
思
わ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、

子
会
社
か
ら
の
受
取
配
当
金
の
益
金
不
算

入
等
を
考
慮
す
る
と
影
響
は
あ
ま
り
な
い

事
項
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。

波多野　直子（はたの・なおこ）
有限責任 あずさ監査法人
公認会計士
会計プラクティス部所属

（図表10）　投資時における子会社の留保利益の取扱い
改正前 改正後

子会社の利益のうち投資時に留保し
ているものについても、将来配当の
可能性がある場合で、配当受領時
に親会社において受取配当金に係
る追加の税金負担が生ずると見込
まれるときには、親会社は投資時に
税効果を認識し、繰延税金負債を
計上することができる。
税効果の認識にあたり、個別財務
諸表上の繰延税金負債の相手科目
は子会社投資原価であり、資本連
結手続を通じてのれんまたは負のの
れんに影響を与えることになる。

踏襲しない。
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